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パブリックコメント（意見募集）

市では、地域全体で高齢者を支える取り組みを具体的に進めるために、介護サービスの見込み量を含んだ
計画を３年ごとに策定しています。平成30～32年度を期間とする「第7期高浜市高齢者保健福祉計画・介
護保険事業計画」を策定するにあたり、市民の皆さんの意見を募集します。
また「障がいのある人もない人も、その人らしく安心して生活できる地域共生のまちづくり」をめざして

推進する「高浜市第5期障がい福祉計画・第1期障がい児福祉計画」も策定するため、あわせて意見募集に
ついて協力をお願いします。

第７期高浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（案）
高浜市第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画（案）

について皆さんの意見を募集します

市民説明会を開催します
第7期高浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定

および国民健康保険制度改正

「第7期高浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」および、平成30年４月からの国民健康保険制度
改正について、市民の皆さんへの説明会を開催します。

提出・問合せ先　いきいき広場内介護保険・障がいグループ
〒444-1334　春日町五丁目165　☎52－9871　■℻52－7918
Ｅメール　kaigo@city.takahama.lg.jp

問合せ先　高齢者保健福祉・介護保険に関すること　いきいき広場内介護保険・障がいグループ　☎52－9871
国民健康保険に関すること　　　　　　　□市市民窓口グループ　☎52－1111（内線219・261）

■計画（案）の入手方法 〔１月１５日（月）より〕
①窓口で配布…いきいき広場・市役所・各公民館・各ふれあいプラザ・図書館で配布
②ホームページ…市公式ホームページからダウンロード可

■意見の提出期間　1月15日（月）～29日（月）　※郵送の場合は当日消印有効
■提出方法　次のいずれかの方法により提出してください。
①計画（案）配布場所に設置してある「意見提出箱」へ投函
②いきいき広場2階介護保険・障がいグループ窓口へ持参
③郵送、ファクス、電子メールで提出
※「氏名」「住所」「電話番号」「意見とその理由（該当箇所）」を明記してください。

■意見募集結果の公表　「広報たかはま」４月１日号を予定

1月26日（金）

1月18日（木）

1月25日（木）

1月19日（金）

1月17日（水）

日　時

高取公民館午後7時～8時30分

場　所

吉浜公民館

高浜南部第２ふれあいプラザ

高浜ふれあいプラザ

翼ふれあいプラザ

ＱA
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改革後の国保の運営にかかる都道府県と市町村それぞれの役割

問合せ先　□市市民窓口グループ　国民健康保険担当　☎52－1111（内線219・261）

（厚生労働省資料より）

国民健康保険（国保）は、それぞれの市町村が保険者となって運営しています。小規模な保険者が多く、保
険財政が不安定な市町村も少なくありません。
こうしたなかで、新たに都道府県が保険者に加わり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保などの国保
運営において中心的な役割を都道府県が担い、制度を安定化させることになりました。
市町村は引き続き、地域住民と身近な関係のなか、資格管理、保険給付、保険税率の決定、賦課・徴収、
保健事業などの地域におけるきめ細やかな事業を担っていきます。

今、国民健康保険を使っていますが、改めて手続きをする必要がありますか？
制度改正にともなう手続きは不要です。就職や退職、住所変更などのように、国民健康保険
の加入状況に変更がある時は、従来どおり高浜市役所で手続きをお願いします。

保険税はどうなるの？
高浜市が税額を決定のうえ、通知書を送付、国民健康保険税の徴収を行います。

国民健康保険を利用するうえで、何が変わるの？
平成30年７月をめどに、保険証などの様式が一部変更になりますが、医療機関などの窓口
での取り扱いに変更はありません。保険証などは、有効期限まで今までのものを継続して利
用できます。有効期限にあわせて、順次、新しい様式に変更していきます。

平成30年度から国民健康保険の制度が変わります（H30.4/1～）

国民健康保険制度改正
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財政運営の責任主体
●市町村ごとの国保事業費納付金を決定
●財政安定化基金の設置・運営

都道府県の主な役割

【２】
財政運営

【３】
資格管理

●給付に必要な費用を、全額、市町村に対
して支払い
●市町村が行った保険給付の点検

国保運営方針に基づき、事務の効率化、標
準化、広域化を推進

※【４】と【５】も同様

【４】
保険税の決定
賦課・徴収

標準的な算定方法などにより、市町村ごと
の標準保険税率を算定・公表

【１】
運営のあり方
（総論）

市町村の主な役割

国保事業費納付金を都道府県に納付

地域住民と身近な関係のなか、資格を管理
（被保険者証などの発行）

改革の方向性

○　都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担う
○　都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保
などの国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

○　都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、市町村が
担う事務の効率化、標準化、広域化を推進

市町村に対し、必要な助言・支援

【５】
保険給付

【６】
保健事業

●保険給付の決定
●個々の事情に応じた窓口負担減免など

被保険者の特性に応じたきめ細かい保健事
業を実施（データヘルス事業など）

●標準保険税率などを参考に保険税率を決
定
●個々の事情に応じた賦課・徴収


